
令和８年度 政策討論会 第３分科会（第４回）要点記録 

・日時 … 2026年 8月 5日(月) 10時から 

・場所 … 第１委員会室 

・会議時間 … 10:00 ～ 10:50

・出席者  … 松本 妙子 (座長) 

小西 拓槙 (副座長) 

河合  達雄 

海老原  友子 

田中  市子 

宇野  真悟 

岩崎  雅秋 

（座長、副座長以下は議席番号順） 

・議事内容

テーマ「防災庁設置の動向を踏まえた本市の取り組みについて｣について話し合った。 

※発言要旨は別紙(順不同)

・決定事項

（１）次回の政策討論会

次回討論会の日時場所は８月５日(火)１０時～＜第１委員会室＞に於いて開催

テーマについて、引き続き各自の問題意識､ 課題を持ち寄っての討論会になる

予定 

（２）その他

事前資料として避難所開設フローについて危機管理課に問い合わせ、提出する。 

松本議員 

会議に出てくる職員さんは役職ない方の場合、災害の時、上司に支持する立場になる

が、スムーズに進めていけるか懸念。 

災害時に備え兼務職員の体制も検討していくべき。 

岩﨑議員 

この度の熊本地震を見ていると、生活水不足が指摘されています。水道の配水管の耐

震率が本市は 22％なので率を上げなければならないと考えます。 

また、被災した自宅の横に車中泊する方が多く見受けられます。避難所から離れてい



るので物資を受け取りに行くのが困難な方がいます。 

全避難者へ届けるには人手不足です。防災庁発足を機に広域等の解決策を打ち出して

頂きたいと考えます。 

海老原議員 

災害時の避難経路や備蓄品など、防災福祉コミュニティを通じて、自治会・町会へ指

導はされているということであるが、住民のところまで浸透していない。各市民協で

災害備蓄品などが保管されているが、それについても専門的な指導が必要と考えられ

る。 

自治会・町会間で温度差・格差があると思われる。 

田中議員 

危機管理課兼務職員について、各部署を網羅できる体制であることと、主査以上の役

職で異動がない限り継続できるように依頼しているということ。また、そういった体

制だったことで過去の災害時に機能することができたということがわかった。近年そ

のような体制の継続が難しくなっているということだが、災害対応の軽視ともいえ、

改善が求められる。 

避難所開設や配備職員は、事前にわかる災害と地震のような突発的な災害で異なると

は思うが、スピーディーかつ職員にもできるだけ負担のない体制、参集できない人が

出た場合も踏まえた体制も検討はしているだろうが、再検討が必要ではないか。 

防災訓練などは地域による差が大きく、防災意識の個々人の差も大きい。防災士とし

て熱心に活動している方たちもいる。幅広い人に関心を持ってもらえるような継続し

た周知活動が必要。 

宇野議員 

危機管理兼務職員ついては、選出要件について参事、主幹、担当長、主査としている

が、3部署しか条件を満たしていない。 

せめて兼務職員は選出要件を満たすようにした上で、代理を出すなどの運用をすべき

である。 

避難所担当職員は過去には避難所付近の職員を割り当てていたが、市内在住職員が過

去には約 80%だったものが、約 50%に減少したため、難しいとのこと、しかし本市の

職員の市内在住率は他の市役所より高いと言われているので、他市で実現しているの

であれば本市でも実現できるのではないか。 



本市の水道管の耐震率は確かに低いが、仮に 100%の耐震化を達成していたとしても、

大規模地震の場合断水しない保証はない。 

備蓄物資について、町会等も含めて津波浸水地域について、公共施設等の上部に保管

するように取り組むべきである。 

地域の防災訓練に参加するメンバーが固定されている。 

地域ごとに防災訓練に対する周知を実施し、参加人数を増やす必要がある。 

小西議員 

危機管理課を招へいできなかったため、当日は各委員からの質問に対し、事前に危機

管理課から受領していた回答内容を代わって説明した。 

また、避難所の鍵の仕様については、現在さまざまな製品が流通していることから、

本市の運用実態に適した方式を検討する必要があると考える。 

上水道配管の耐震化については、財政状況との兼ね合いもあり、整備が十分に進んで

いないと聞いている。 

危機管理兼務職員の選出に関しては、参事・主幹・担当長・主査を対象とする選出要

件があるものの、各部署の事情により該当職員を出しにくい状況があることは理解し

ている。しかし、災害対応時の実効性を確保する観点から、一定の基準や縛りを設け

る必要があるのではないかと考える。 

地域で実施されている防災訓練の参加者は町会役員など特定の層に偏っている傾向

がある。より幅広い市民が参加できる仕組みづくりが求められる。 

河合議員 

各避難所でのカギの管理については館長及び避難所の近所に住んでる職員が管理す

るのがいいと思う 


